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・２０１８年１０月１日付で、日本学術振興会「電力と情報通信のネットワ

ーク基盤の融合による超スマート社会」研究開発専門委員会が新設される。 

・「電力と情報通信のネットワーク基盤の融合」という新しい社会インフラの

創成を目指す、世界的に見ても例のない初の取り組み。 

・委員長を含めて東北大学教員６名が参画し、本委員会新設に中核的に貢献。 

・新たな学理の全方位的な探求、学術界と産業界さらには官との連携による

産業技術・社会技術としての開発・育成を目的として調査研究活動を推進。 

・電力機器エネルギー利用効率の格段の向上と ICT 技術の一層の深化とを同

時に実現し、耐災害性に優れ地球環境にやさしく安心・安全な超スマート

社会構築の起爆剤として期待。 
 

【概要】 

 日本学術振興会では産業界と学術界の橋渡しをする産学共創のための各種

委員会組織を運営しています。その中に、今後の産業化・科学技術イノベー

ションの可能性のある萌芽段階の調査研究活動を振興する組織として研究開

発専門委員会があります。 

 このたび、電力と情報通信のネットワーク基盤とを融合する学理の全方位

的な探求、学術界と産業界さらには官との連携による産業技術・社会技術と

しての開発・育成を目的として「電力と情報通信のネットワーク基盤の融合

による超スマート社会」研究開発専門委員会を新設することとなりました。

｢電力と情報通信のネットワーク基盤の融合による  
超スマート社会｣の創成にむけて 

 
日本学術振興会研究開発専門委員会新設に東北大が中核的貢献！ 



本委員会の新設に、東北大学が中核的に貢献しました。本委員会には、委員

長をはじめとして東北大学より６名の教員が委員として参画しています。電

力エネルギーシステム関連、情報通信ネットワークシステム関連、電力機器

システム関連、半導体デバイス機器システム関連、自動車関連、バッテリー

蓄電池関連、情報数理科学関連、ソフトウェア関連等の広範な分野において

第一線で活躍する企業、大学、国立研究機関に所属する４０名余りの研究開

発技術者が本会委員として活動します。 

 産業革命以降２５０年の世界の近代化・現代化・未来化の歴史の中で、互

いに交わることのなかった電力エネルギーと情報通信それぞれのネットワー

ク基盤を物理的に融合することによって、電力機器エネルギー利用効率の格

段の向上と ICT 技術の一層の深化とを同時に実現し、耐災害性に優れ地球環

境にやさしい超スマート社会を構築するための起爆剤となることが期待され

ます。 
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【詳細な説明】 

 ICT 技術の進化によって、情報通信は全ての“人”と“もの”をリアルタイ

ムでつなぐレベルにまで達し、いわゆる“超スマート社会”と呼ばれる未来社

会の具体像が描けるまでに発展しています（図１）。一方、電力の送電・配電シ

ステムは、再生可能エネルギー、蓄電池技術、情報通信技術の発展に支えられ、

電力ネットワークのスマート化が加速的に進展しています。情報通信等の社会

的基盤をベースに日々繰り広げられる社会・経済活動の大半は電力資源に依存

しています。我が国の総電力消費量の約 1/3 が電動機（モーター）によって占

められ、情報通信機器の電力消費量がそれに肉薄するまでに急増しています（図

２）。近年の深層学習の深化にともなう AI（人工知能）技術の発展は情報通信

機器の一層の拡大とそれらの電力消費の増大を加速しています。 さらに、

2011.3.11 の東日本大震災以降、熊本、西日本、関西、北海道と日本の各地で

台風、洪水、地震等の大規模災害が続いており、情報通信網、電力をはじめと

するエネルギー網の脆弱性が露呈される事態が続いており、安心安全で耐災害

性に優れた社会インフラの再構築が喫緊の課題となっています。 
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 産業革命以降２５０年の世界の近代化・現代化・未来化の歴史の中で、情報

通信技術と電力技術は、互いに独立に発達し、産業構造においても、行政上に

おいても、これまで分離されてきました。そのため、情報通信ネットワークと

電力ネットワークとは物理的に分離されており、我が国においても諸外国にお

いてもその状況は同じです。今後の一層の高度技術社会の発展には、電力機器

エネルギー利用効率の一層の向上と ICT技術の高度化を同時に実現することが

不可欠です。その実現には、情報通信と電力のネットワーク基盤の融合が鍵に

なるものと見込まれます（図３）。しかしながら、そのような観点からの学理の

探究ならび科学技術イノベーションを志向した調査研究活動はこれまで行われ

てきませんでした。これらの現状を踏まえて、電力と情報通信のネットワーク

基盤とを融合する学理の全方位的な探求、学術界と産業界さらには官との連携

による産業技術・社会技術としての開発・育成を目的として、本委員会を設立

します（図４、図５、図６）。 
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 日本学術振興会では、科学研究費事業や研究者養成事業、ならびに日本学術

振興会賞をはじめとする学術表彰制度とともに、産業界と学術界の橋渡しをす

る産学共創のための各種委員会組織を運営しています（図７）。その中に、今後

の産業化・科学技術イノベーションの可能性のある萌芽段階の調査研究活動を

振興する組織として研究開発専門委員会があります。現在４つの研究開発専門

委員会が組織されており、本委員会はその１つです（図８）。 
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委員会組織の構成 

 ・委員長：尾辻 泰一（東北大学 電気通信研究所 教授） 

 ・副委員長：横山清志（東京電力ＨＤ株式会社 経営技術戦略研究所 研究総

括室 副室長） 

       西村公佐（株式会社ＫＤＤＩ総合研究所 光アクセスネットワ

ークグループ リーダ） 

 ・幹事：岩月 勝美（東北大学 電気通信研究機構 特任教授） 

 ・学術界、産業界より各々１５〜２０名程度、官界より若干名の委員で構成

する。 

 ・委員（学術界）：東北大学(６名)、早稲田大学(３名)、東京大学(３名)、九

州工業大学(２名)、京都工芸繊維大学、大阪大学、京都大

学、九州大学、千歳科学技術大学、首都大学東京、函館工

業高等専門学校など 

 ・委員（産業界）：住友電気工業(２名)、東京電力ＨＤ、東北電力、電力中央

研究所、ＫＤＤＩ総合研究所、ＮＴＴファシリティーズ、

ＮＴＴデータ先端技術、サイバー・ラボ、トヨタ自動車、

三恵技研工業、明電舎、エリーパワーなど 

 ・委員（官界）：情報通信研究機構、産業技術総合研究所など 



 

委員会の活動内容 

 活動期間は平成 30年 10月 1日より平成 33年 9月 30日までの３年間。電力

と情報通信のネットワーク基盤融合化を中心課題として、地球環境や社会・経

済活動の観点も含めた多面的、多角的観点からその実現手段を調査・研究しま

す。電力と情報通信が融合した新しいネットワークを未来社会におけるサイバ

ー空間とフィジカル空間を有機的につなぐ神経・血管網として捉え、それぞれ

の調査研究活動を複数の分科会を構成してシステマティックに推進します（図

９）。年４回程度（各四半期ごとに）委員会・研究会を開催し、調査研究活動の

報告・議論、ならびに外部から招聘した講師による講演会を企画開催します。

年度ごとに、活動報告書を纏め、３年目には、産業技術開発ロードマップの策

定を目標とします（図１０）。 

 

期待される効果 

 電気工学、エネルギー工学、電子工学、通信工学、情報科学、社会科学、な

ど、旧来の学問体系から学際融合による新たな学術領域の形成を促します。 

 本研究とその成果は、日本学術会議マスタープランおよび内閣府統合イノベ

ーション戦略における研究開発項目に反映されることが期待されます。 

 情報通信と電力のネットワーク基盤の融合を可能とする新たな学理の追求に

より、電力エネルギー利用効率の向上（低炭素化）とＩＣＴ技術の高度化を

同時に実現し得る新世代の社会インフラの構築を促すことが期待されます。 

 業界横断的な体制での技術研究組合や標準化委員会などの組織化を促し、こ

れにより創出される新技術・新サービスの社会実装が期待されます。 

 産業革命以降２５０年の歴史の中で分離発展を遂げた情報通信技術と電力

技術の融合によって、自動車、ＩＴ、電力、エネルギーなど業種間の融合、

産業構造や社会システムの変革を促すとともに、新たな産業創出を促します。 

 人々のくらしを豊かにする新サービスや市場形成を促すとともに、我が国の 

国際競争力の回復を促します。 

 地球環境保全による持続的発展とレジリエンスの高い社会への変革を促し

ます。 
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